
 

 

 

 

 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年

法律第１１７号）第６条の規定により、米沢市公営住宅塩井町団地建替等事業（１号

棟）を特定事業として選定したので、同法第８条の規定により特定事業の選定におけ

る客観的評価の結果を公表する。 
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１ 事業の概要 

(1) 事業の名称 

米沢市公営住宅塩井町団地建替等事業（１号棟）（以下「本事業」という。） 

(2) 事業に供される公共施設等の種類 

米沢市公営住宅塩井町団地（１号棟）（以下「本施設」という。） 

(3) 公共施設等の管理者の名称 

米沢市長 安部 三十郎 

(4) 事業目的 

米沢市営塩井町団地は、昭和４１年度から４３年度にかけて建設され、その後の住戸改善

が行われていない狭あい・低層の集合住宅であり、老朽化が進んでいることや駐車場が設置

されていないことから、早急に建替えを行う必要が生じている。したがって、米沢市（以下

「市」という。）は、現在の敷地での段階的な建替えを計画している。しかしながら、その

整備については、設計、建設、工事監理及び維持管理に要するコストの縮減が課題となって

いる。これらの課題に対応するため、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律」（平成１１年法律第１１７号、以下「ＰＦＩ法」という)に基づき本事業を実

施することにより、本施設の整備を行う。 

(5) 本施設の立地条件 

1) 事業計画地の位置 

米沢市塩井町塩野地内 

2) 事業計画地の面積 

１号棟の合計                   約４,４７０㎡ 

3) 事業計画地の前面道路（本事業での整備分を含む。） 

１号棟部分 

東側：道路Ｇ               幅員：約６ｍ（米沢市道） 

西側：道路Ａ               幅員：約６ｍ（米沢市道） 

(6) 本施設の概要（１号棟） 

1) 住宅棟 

ア 一般世帯 

① ３ＤＫタイプ（住戸専用面積６３～６７㎡／戸）     ２０戸 

② ２ＤＫタイプ（住戸専用面積５４～５６㎡／戸）     １２戸 

イ 高齢者世帯（シルバーハウジング住戸） 

① １ＬＤＫタイプ（住戸専用面積５４～５６㎡／戸）     ８戸 

2) 附属棟 

ア ＬＳＡ従事室                    ４０㎡以上 

イ 集会所                      １５０㎡以上 
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ウ 受水槽及び受水槽ポンプ室 

3) 外構等 

ア 駐車場             住戸用４０台以上、集会所用５台 

イ 駐輪場                     住戸用４０戸分 

ウ 道路等    道路Ｇの整備及び道路Ａの１号棟側側溝の整備 

(7) 事業手法 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、市が所有する土地に、選定事業者みずからが新たに本施設

を設計、建設及び工事監理した後、公共施設等の管理者である市に本施設の所有権を移転し、

選定事業者が所有権移転後の事業期間中に係る維持管理を実施するＢＴＯ（Build Transfer 

Operate）方式とする。なお、選定事業者の業務の範囲を越えるものについては、市が実施す

るものとする。 

(8) 業務の範囲 

選定事業者が実施する業務（以下「本業務」という。）は以下のとおりとする。 

1) 本施設の整備 

ア 本施設の整備に係る解体撤去業務及び関連業務 

イ 本施設の整備に係る調査・設計業務及び関連業務 

ウ 本施設の整備に係る建設業務及び関連業務 

エ 本施設の整備に係る工事監理業務及び関連業務 

オ 本施設の整備に係る近隣対応・対策業務及び関連業務 

カ 本施設の整備に係るテレビ電波受信障害調査・対策業務及び関連業務 

キ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

ク 上記各項目に伴う市の交付金申請手続等の支援業務 

ケ 本施設の引渡しに係る一切の業務 

2) 本施設の維持管理 

ア 本施設の維持管理に係る昇降機点検保守管理業務 

イ 本施設の維持管理に係る消防設備等及び建築設備点検保守管理業務 

ウ 本施設の維持管理に係る受水槽清掃業務 

エ 本施設の維持管理に係るテレビ電波受信障害対策施設点検保守管理業務 

オ 本施設の維持管理に係る緊急通報システム点検保守管理業務 

カ 上記各項目に伴う各種申請等業務及び関連業務 

(9) 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約の市議会における議決の日から平成４１年３月３１日まで

とする。 
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２ 市がみずから事業を実施する場合とＰＦＩ方式により実施する場合の評価 

市がみずから本事業を実施する場合とＰＦＩ方式により実施する場合とを、定量的評価方法

並びに定性的評価方法を用いて比較することにより、特定事業の選定における客観的評価を

行った。 

(1) コスト算出による定量的評価 

1) 算出に当たっての前提条件 

市がみずから本事業を実施する場合の市の財政負担額とＰＦＩ方式により実施する場合

の市の財政負担額の比較を行うにあたり、その前提条件を次のとおり設定した。 

これらの前提条件は、市が独自に設定したものであり、実際の入札参加者の提案内容を

制約するものではなく、また一致するものでもない。 
 

 市がみずから実施する場合 ＰＦＩ方式により実施する場合 

算定対象とす
る経費の主な
内訳 

① 本施設の整備費 
・ 解体撤去業務 
・ 調査・設計・工事監理業務 
・ 建設業務 
・ その他関連業務 

② 本施設の維持管理費 
・ 昇降機点検保守管理業務 
・ 消防設備等及び建築設備点検保

守管理業務 
・ 受水槽清掃業務 
・ テレビ電波受信障害対策施設点

検保守管理業務 
・ 緊急通報システム点検保守管理

業務 
・ その他関連業務 

③ その他関連費用 等 

① 本施設の整備費 
・ 解体撤去業務 
・ 調査・設計・工事監理業務 
・ 建設業務 
・ その他関連業務 

② 本施設の維持管理費 
・ 昇降機点検保守管理業務 
・ 消防設備等及び建築設備点検保

守管理業務 
・ 受水槽清掃業務 
・ テレビ電波受信障害対策施設点

検保守管理業務 
・ 緊急通報システム点検保守管理

業務 
・ その他関連業務 

③ 選定事業者開業費・管理費 
④ 租税公課 
⑤ 金利支払 
⑥ アドバイザリー費 
⑦ その他関連費用 等 

共通条件 ・ 調査・設計・建設期間  約１年６か月間 
・ 維持管理期間         ２０年間 
・ インフレ率            ０％ 
・ 割引率             ２.５％ 

本施設の整備
に関する費用 

・ 概略の施設計画に基づき、市等に
おける類似施設の実績及び近年の
物価水準等を勘案して設定した。

本施設の維持
管理に関する
費用 

・ 概略の維持管理計画に基づき、市
等における類似施設の実績及び近
年の物価水準等を勘案して設定し
た。 

・ 設計・建設・維持管理の一括発注
による効率化及び相乗効果ととも
に、性能発注による選定事業者の
創意工夫等を想定し、コストの縮
減を設定した。 

資金調達に関
する事項 

・ 一般財源 
・ 国庫補助金(地域住宅交付金) 
・ 地方債 

・ 自己資金 
・ 国庫補助金(地域住宅交付金) 
・ 市中銀行借入 

支払方法に関
する事項 

・ 本施設の整備費は進捗に応じて支
払い、本施設の維持管理費は発生
した時点で支払う。 

・ 本施設の整備費は一時金と元金均
等の割賦で支払い、本施設の維持
管理費は毎年均等で支払う。 



 （４）

2) 算出方法及び評価の結果 

前述の前提条件を基に、市がみずから本事業を実施する場合の市の財政負担額とＰＦＩ

方式により実施する場合の市の財政負担額を事業期間中にわたり年度毎に算出し、現在価

値換算額で比較した結果は次のとおりである。 
 

 市がみずから実施する場合 ＰＦＩ方式により実施する場合

財政負担額（現在価値） 約５２８百万円 約５０６百万円 

指 数 １００ 約９６ 
 

※ 上記の財政負担額（現在価値）の算定に当たっては、国庫補助金（地域住宅交付金）を収入
として見込み、当該国庫補助金分を市の財政負担から控除している。 

 

また、この他に定量化は困難であるが、選定事業者に移転したリスクがあることを勘案

すると、さらなるＶＦＭの拡大が見込まれる。 

(2) ＰＦＩ方式により実施することの定性的評価 

本事業においてＰＦＩ方式を用いた場合、以下のような定性的な効果が期待できる。 

1) 本事業において本施設を一体的に整備することにより、機能面、更新性及び整備工期に

おいて、効率的な事業の実現が可能である。 

2) 本事業において本施設の建設と維持管理を一括して委託することにより、効率的で確実

な施設機能の維持が期待できる。 

(3) 総合的評価 

本事業は、ＰＦＩ方式で実施することにより、市がみずから本事業を実施した場合と比較

して、定量的評価において約４％の市の財政負担額の削減が達成されることが見込まれる。

また、定量化できない多くの定性的効果も期待できる。 

以上より、本事業を特定事業として実施することが適当であると認め、ここにＰＦＩ法第

６条に基づく特定事業として選定する。 


